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 これまでの主な取り組みと成果                  
地域ケアの推進については、「地域ケアネットワーク・井の頭」に
おいて、地域住民と市の協働・連携による高齢者等の日常生活
支援に向けた具体的なサービスとして、新たに地域生活支援サー
ビスシステム（通称「ちょこっとサービス支えあい」）を開始するとと
もに、「相談サロン」の拡充に努めました。また、「地域ケアネットワ
ーク・新川中原設立準備会」が発足し、設立に向けた準備が進ん
でいます。さらに、西部地区においてネットワーク設立に向けて、
地域懇談会を開催しました。 
傾聴ボランティアの養成と活動支援では、平成18年度第１期養
成講座修了者53人により、在宅及び施設入所中の高齢者に対す
る傾聴活動が活発に行われました。また、第２期養成講座を開催
し、新たに32人が修了し、施設において実習を行いました。 
バリアフリーの推進については、約300件の公共施設や公共性
のある建物などを対象にトイレ、エレベーター、スロープ設置など
の施設情報を提供する情報サイト「みたかバリアフリーガイド お
でかけ情報」をＮＰＯ、関係団体等との協働で構築しました。 
また、利用者本位のサービス提供システム、福祉サービスの質
の向上を目的として取り組んでいる第三者評価受審及び受審事
業者の支援は、高齢者、保育園、障がい者施設等について、継
続して実施しました。評価結果については、｢とうきょうと福祉ナビ
ゲーション｣において公表されることの周知と評価結果の閲覧を行
いました。 
 

 未達成の課題                            

 福祉サービスの総合的な相談体制の整備と情報提供について、

より身近な場での相談窓口の設置、苦情・相談体制の整備などに

ついて検討と見直しが必要です。 

 障がい者等が差別を受けることがないよう、人権や障がいについ

ての理解を深めるための交流や教育などの事業に取り組み、地域

社会の中での「心のバリアフリー」を目指すことが必要です。 

● 施策の評価～平成 19 年度を振り返っての評価 

地域福祉の推進 
希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる 

主な担当課：健康福祉部地域福祉課

第５部 
第１ 

福祉ボランティアの参加者数 
（協働指標） 

計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
１７，０００人 

前期実績値（平成 15 年） １５，６８２人 

平成 17 年度達成値 １６，４７４人 

平成 18 年度達成値 １７，７６５人 

平成 19 年度達成値 １８，２０８人 

中期目標（平成 19 年） １８，０００人 

目標値（平成 22 年） ２０，０００人 

 

 まちづくり指標の達成状況 

福祉ボランティアの参加者数
（協働指標）
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福祉活動を行う団体数 
（協働指標） 

計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
― 

前期実績値（平成 15 年） ４３団体 

平成 17 年度達成値 ５７団体 

平成 18 年度達成値 ６７団体 

平成 19 年度達成値 ７２団体 

中期目標（平成 19 年） ５５団体 

目標値（平成 22 年） ６５団体 

福祉ボランティアの参加人数についてはボランティアセンター利用

状況の実績から出していますが、近年はボランティア団体の活動の場

や活動の内容の多様化が進み、中期目標を達成しました。福祉施設

側で独自にボランティアを確保し事業運営を行っているところもありま

す。また、福祉活動を行う団体数については、社会福祉協議会でボラ

ンティアセンター登録団体にＮＰＯ等を含めたことにより団体数が拡大

しており、こちらも中期目標値を超えています。 

これからの地域福祉の推進においては、引き続き地域ケア拠点の機能やシステムの検討・整備を行うとともに、
地域ケア推進事業への取り組みをさらに進めていきます。また、すべての人がいきいきと暮らせるバリアフリーの
まちづくりを目指して、都市施設のバリアフリー化を推進するとともに、すべての人が差別を受けることがないよう、
心のバリアフリー啓発事業についても取り組みの拡大を図ります。 
この他、高齢者、障がい者等が利用しやすい移動手段の確保や入居支援・居住継続支援事業の推進、また、
福祉の自己評価システムの検討、第三者評価事業の推進・支援など福祉サービスの質の確保へ向けた施策に
ついても引き続き推進します。 

● 施策の展開～施策の評価を踏まえた今後の取り組み方向 
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高齢者福祉の充実 
希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる 

主な担当課：健康福祉部高齢者支援室

第５部 
第２ 

 これまでの主な取り組みと成果                
平成19年度は、第三期介護保険事業計画（平成18年度～20
年度）の中間年度であり、地域包括支援センターを新たに２か所
計画どおり整備しました。なお、第四期介護保険事業計画（平成
21 年度～23 年度）策定の基礎資料とするための「高齢者・障が
い者等の生活と福祉実態調査」を東京都老人総合研究所と協働
で行いました。 
介護予防の推進では、「地域支援事業（運動機能の向上、口
腔ケア、栄養改善）」への参加を促すため、「基本チェックリスト」
を65歳以上の方を対象に実施しました。国基準の緩和もあり、特
定高齢者の出現率は、前年より倍加しました。 
一般高齢者、特定高齢者の区分なく 700 人以上の市民が健
康づくり・介護予防事業に参加しました。また、新たに公衆浴場
組合と連携し、市内５か所の公衆浴場で事業を実施しました。さ
らに、町会等への出前事業を行うとともに、地域包括支援センタ
ーとの連携を深めました。 
地域密着型サービス施設整備では、小規模多機能型施設１
か所、小規模特定施設１か所が整備されました。 
平成 19 年８月に、改訂版「三鷹市介護サービス事業者ガイド
ブック」を発行しました。また、ホームページの「三鷹市介護事業
者情報提供システム」では、最新の情報の提供に努めました。 
市内グループホーム２社については、昨年に引き続き「福祉サ
ービス第三者評価」を実施しました。 
地域ケア推進事業では、井の頭地区のほか、新川中原地区
や西部地区においてもネットワーク設立に向けた準備を進めて
きました。この地域ケアを全市的に進める拠点として、新川地区
に特別養護老人ホームを中心とした地域ケア拠点の機能やシス
テム整備に向けた検討を行いました。 
「災害時要援護者支援モデル事業」では、高齢者等の災害時
要援護者を支援する地域サポートシステムを確立するため、モ
デル地区に選定した井の頭玉川町会で災害時要援護者支援台
帳と福祉・災害時支援マップを作成し、具体的な支援活動のモ
デル事業を実施しました。 
 

 未達成の課題                          
介護保険施設等の基盤整備については、第三期介護保険事

業計画のサービス見込量等に配慮しながら、民間事業者を誘導

する等充実に努めます。 

● 施策の評価～平成 19 年度を振り返っての評価 

高齢者の社会活動マッチング推進事業

への参加者数 （行政指標） 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
― 

前期実績値（平成 15 年） ３８２人

平成 17 年度達成値 ７５８人

平成 18 年度達成値 １，０６２人

平成 19 年度達成値 １，２８８人

中期目標（平成 19 年） ８００人

目標値（平成 22 年） ２，０００人

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況 

高齢者の社会活動マッチング推
進事業参加者数　（行政指標）
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給食サービス実施件数（ボランティ

アによる実施を含む） （行政指標） 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
― 

前期実績値（平成 15 年） ５３，５１６食 

平成 17 年度達成値 ６４，４７７食 

平成 18 年度達成値 ６２，８２５食 

平成 19 年度達成値 ５７，８０１食 

中期目標（平成 19 年） ７５，０００食 

目標値（平成 22 年） ８５，０００食 

 

社会活動マッチング推進事業は、登録会員数も着実に伸び、参加者数は中期目標を達成しました。また、いきいきプ

ラス講演会やパソコン講習会、携帯電話講習会を実施するなど、引き続き内容の充実に努めています。給食サービスに

ついては、ボランティアの確保や調理施設の充実などの課題に取り組んでいきます。 

第三期介護保険事業計画に基づき、介護保険施設の整備や介護サービスの充実等を図っていきます。
「地域ケアネットワーク・井の頭」の運営にあたっては、より一層の活動の充実を図ります。新川中原地区で
は、ワークショップを開催し地域の生活課題を整理し、ネットワーク設立後に課題解決にむけた具体的な地域
支援システムについて検討します。さらに、西部地区において新たなネットワークづくりを進めるため、設立準
備会発足後に、ワークショップを開催し、地域の生活課題発見に努め、年度内の設立を目指します。 
また、災害時要援護者支援モデル事業では、新たに３つのモデル地区で「災害時要援護者支援台帳」に
基づく「福祉・災害時支援マップ」の作成等に取り組みます。 

● 施策の展開～施策の評価を踏まえた今後の取り組み方向 
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障がい者福祉の充実 

希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる 

主な担当課：健康福祉部地域福祉課 

第５部 
第３ 

● 施策の評価～平成 19 年度を振り返っての評価

 これまでの主な取り組みと成果           

三鷹市の障がい者施策の進捗状況を検証・評価す

るとともに、障がい者の自立支援の推進を図ることを目

的とし、地域の障がい福祉に関するシステム作りに関し

中核的な役割を果たす定期的な協議の場として、幅広

い分野の委員により構成された三鷹市障がい者地域

自立支援協議会を設置しました。 

また、平成20年度に予定されている「第三期介護保

険事業計画」、「障がい福祉計画」の改定、地域ケアや

災害時要援護者支援施策等の基礎データを把握する

ため、高齢者や障がい者等の総合的な調査を行いまし

た。 

一方、障がい者の地域での生活を支援する事業は、

引き続き「障がい者用トイレ」を「だれでもトイレ」として改

修・整備するとともに、バリアフリー・マップのウェブサイ

トを構築し、公共施設等のバリアフリー対応状況など施

設情報の提供を開始し、障がい者の移動及び外出支

援に取り組みました。 

高齢者や障がい者が住み慣れた地域で安心して暮

らしていく上で重要となる住まいの問題については、入

居支援・居住継続支援を開始し、保証会社の紹介や入

居後の見守り支援などを実施しました。 

さらに、障害者自立支援法の円滑な運営とサービス

水準の維持を図るため、利用者や事業者に対して、負

担軽減などの支援策を行いました。 

 

未達成の課題                      

障害者自立支援法の施行を受けて、障がい者の自

立を支援するために生活、福祉、就労、教育等の総合

的な個別自立支援計画の作成と、その実施体制のさら

なる整備が求められています。 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況 

公共施設等でのエレベーター・だれでも 
トイレ等の設置数        （行政指標） 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 

トイレ６５か所
エレベーター３９か所

前期実績値（平成 15 年） 
トイレ７７か所

エレベーター４６か所

平成 17 年度達成値 
トイレ９０か所

エレベーター５０か所

平成 18 年度達成値 
トイレ９１か所

エレベーター５５か所

平成 19 年度達成値 
トイレ９５か所

エレベーター５５か所

中期目標（平成 19 年） 増 設

目標値（平成 22 年） 増 設

 
公共施設等での障がい者用
トイレ・エレベーター設置数
（行政指標）
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 既存の「障がい者トイレ」を「だれでもトイレ」とし

て、改修・整備を進めています。車いす使用者、

高齢者、妊婦、乳幼児を連れた人、オストメイトな

ど、だれでもが利用することができるようになりま

す。 

今後も、多数の人が利用する施設について、福

祉のまちづくり要綱等に基づいた指導、要請及び

誘導を行うとともに、市も率先した取り組みを進め

ます。 

 公共施設のトイレを、オストメイト対応トイレとして整備するとともに、視覚障がい者等に対する情報支援機器の
設置を行います。また、精神障がい者や知的障がい者（児）が、安定した良質なサービスを受けられるよう、ホー

ムヘルパーやガイドヘルパーの養成研修を行うなど、障がい者が地域で安心して暮らしていくための更なる施策

の充実を図ります。 

 障がい者の工賃アップや就労意欲の向上のため、授産施設や作業所等の経営ネットワークを構築するととも

に、自主製品の開発・販売の支援を行う「ぴゅあネット事業」を行い、障がい者の自立を促進する施策を進めてい

きます。 

平成 18 年度に策定した三鷹市障がい福祉計画（第１期）について、平成 21 年度から平成 23 年度までを第２

期とした障がい福祉計画を新たに策定します。 

 

● 施策の展開～施策の評価を踏まえた今後の取り組み方向 
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生活支援の充実 
希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる 

主な担当課：市民部保険課

第５部 
第４ 

● 施策の評価～平成 19 年度を振り返っての評価 

 これまでの主な取り組みと成果              

平成 20 年３月末の生活保護受給世帯数は 2,０９６世帯

でゆるやかな増加傾向が続いています。平成 19 年度は

「就労支援プログラム実施要綱」に基づき、前年度に引き続

き被保護者への就労支援事業に取り組みました。ハローワ

ークとの連携を一層進め、就労相談・指導を行い、59 名の

就労を実現し、自立助長を図ることができました。 

国民年金は、急激な少子高齢社会の到来による財政悪

化に伴い制度に対する国民の不安が高まりました。そのよ

うな中で市民課の年金窓口では、専任嘱託員２名を配置

し、市民からの問い合わせや専門的な相談に応じました。

また、年金制度の改善・充実を図るため、全国都市国民年

金協議会や東京都国民年金協議会等を通じて国への充

実要請を引き続き行いました。 

 国民健康保険においては、税制改正による影響を極力

抑制するため、三鷹市の国民健康保険発足以来実施され

てきました「所得割方式」の賦課方式を見直し、「所得比例

方式」を採用することとしました。しかしそれでもなお国民健

康保険税が増額となる被保険者のために、平成 19 年度及

び平成 20 年度において、激変緩和措置を講じました。 

未達成の課題                         

 国保財政の健全化では、一般会計からのその他一般

会計繰入金が平成19年度決算見込みで約18億５千万

円となり、対前年度比５千万円の減となり、繰入率として

は 1.8 ポイント改善され 19.1％となりました。また、収納体

制をより強化することにより、現年課税分の収納率につ

いても前年度に比較し、1.3 ポイント向上し、93.0％となり

ました。今後も医療費の動向を見極めるとともに、保健事

業の充実・収納率のさらなる向上を目指し、国保財政の

健全化に努めていきます。 

 平成 17 年 10 月の更新時に個人カード化を

実施し、利便性の向上を図り、目標を達成しま

した。 

被保険者証の個人カード普及率 
（行政指標） 

計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
０％

前期実績値（平成 15 年） ０％

平成 17 年度達成値 １００％

平成 18 年度達成値 １００％

平成 19 年度達成値 １００％

中期目標（平成 19 年） １００％

目標値（平成 22 年） １００％

 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況 

被保険者証の個人カード普及率
（行政指標）
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今後も引き続き保護世帯の状況の把握に努め、保護の適正実施と実施体制の充実を図り、既に実施して

いる保護受給者の就労支援事業などとあわせ、自立支援プログラムを導入し自立促進を図ります。 

国民健康保険については、平成 20 年４月より生活習慣病対策として、保険者に「特定健康診査・特定保

健指導」が義務付けられたことにより、平成 19年度に「三鷹市特定健康診査等実施計画」を策定しました。今

後は、この計画に基づき、特定健康診査・特定保健指導を実施していきます。 

同じく平成 20 年４月から始まった 75 歳以上の高齢者を対象とした新たな医療制度として「長寿医療制度

（後期高齢者医療制度）」については、保険料の徴収など、市で行う事務事業を着実に実施していきます。 

国民年金については、窓口相談業務のスキル等の更なる向上と国への年金制度改善・充実の要望を引き

続き図っていきます。 

● 施策の展開～施策の評価を踏まえた今後の取り組み方向 
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健康づくり目標の達成に向けて、平成 20 年度は住民協議会と連携して第２回「三鷹市健康づくりウォーキング大

会」を実施し、健康づくりにとって運動の大切さを広め、運動に日常的に親しめるように努めます。また、就学前児と

保護者を対象とした親子料理教室や幼稚園のお母さん方を対象とした健康教室を実施し、幼児や女性の健康づくり

の拡充を図ります。がん検診、眼科検診の充実を図り疾病の早期発見、早期治療を目指していきます。さらに、麻し

んの予防接種３期（中学１年生）、４期（高校３年生）を新たに実施するとともに、杉並区と協定を締結し、杉並区内

実施医療機関での予防接種の接種を可能とすることで、市民の利便性の向上と接種機会の拡大を図ります。 

健康づくり事業と介護予防事業、特定健康診査事業との連携を深め、市民の健康づくりを推進していきます。 

● 施策の展開～施策の評価を踏まえた今後の取り組み方向 

 これまでの主な取り組みと成果                 
平成19年度は、これまで各住民協議会を中心に実施してきた
ウォーキングによる運動を、全市的、一体的に取り組めるように、
400 人を超える参加者が各コミュニティセンターから全体会会場
の野川公園までウォーキングする「2007 三鷹市健康づくりウォー
キング大会」を開催しました。ウォーキング大会を通してウォーキ
ングの楽しさや健康づくりにとっての運動の大切さを周知すること
に努めました。 
また、基本健康診査、成人歯科健診、がん検診等を実施し、
疾病の早期発見・早期治療に取り組んでいますが、がん対策基
本法の成立を受け、小学校保護者会等での乳がん検診の受診
の啓発などを実施したことで、がん検診の受診者は平成 18 年度
の 8,624 人から平成 19 年度には 10,837 人と増加しました。この
ほかに基本健康診査の胃部・胸部 X 線、便潜血１日法検査の受
診者が 49,976 人います。 
さらに全国的な麻しんの流行に対し、小・中学生を対象に麻し
んの緊急予防接種を実施しました。小学生136人、中学生64人
が接種を受け、児童の健康被害や学校閉鎖等の防止に努めま
した。また、調布市との協定により調布市内実施医療機関での小
児の予防接種を開始し接種機会の拡充を図りました。 
65 歳以上の特定高齢者と一般高齢者を対象に一体的に行っ
ている介護予防事業では、公衆浴場組合との連携事業、町会等
への出前事業の実施など団体との連携を進めました。 
母子保健事業では、疾病の早期発見に加え母親が妊娠から
出産、就園・就学まで一貫して育児できる支援体制の拡充に取り
組んでいますが、平成 19 年度は、医師と理学療法士による乳幼
児発達健康診査に、新たに臨床心理士による経過観察を加えて
実施し、心理面での発達のチェックや親としての関わり方などの
アドバイスを行い、母子の健康の保持増進に努めました。 

未達成の課題                          
より多くの隣接区市との協定による予防接種等の実施を進め
ていきます。 

● 施策の評価～平成 19 年度を振り返っての評価 

健康づくりの推進 
希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる 

主な担当課：健康福祉部健康推進課

第５部 
第５ 

 まちづ く り指標の達成状況 

基本健康診査受診者数（行政指標） 
計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

― 

前期実績値（平成 15 年） ２５，１０７人 
平成 17 年度達成値 ２６，４１３人 
平成 18 年度達成値 ２７，６４７人 
平成 19 年度達成値 ２８，５１０人 
中期目標（平成 19 年） ３２，０００人 
目標値（平成 22 年） ３７，０００人 

 

健康づくり事業への参加者数は昨年度より 26.2％増加

し、中期目標を達成しています。これは各コミュニティ・セ

ンターでウォーキング教室や栄養料理教室を開催するとと

もに、全市的な取り組みとして第１回のウォーキング大会を

実施し、多数の参加者を得たことによります。また、基本健

康診査の受診者は増加しましたが、要指導者の率も若干

増加しています。平成 20 年度から特定健康診査が実施さ

れますが、特定保健指導対象者には特定保健指導を行

い、生活習慣病の予防に努めていきます。 

健康づくり事業参加者数
（行政指標）
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基本健康診査の検査結果による 

要指導者数（％）（行政指標） 
計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

― 

前期実績値（平成 15 年） 
７，１８１人 
（28.6％） 

平成 17 年度達成値 
７，２３３人 
（27.4％） 

平成 18 年度達成値 
７，８０４人 
（28.2％） 

平成 19 年度達成値 
８，１４６人 
（28.6％） 

中期目標（平成 19 年） 減少 
目標値（平成 22 年） 減少 

 

健康づくり事業への参加者数 
（行政指標） 

計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

７，５２２人 

前期実績値（平成 15 年） ５，２６４人 
平成 17 年度達成値 ８，７０９人 
平成 18 年度達成値 ６，８６５人 
平成 19 年度達成値 ９，３９７人 
中期目標（平成 19 年） ８，０００人 
目標値（平成 22 年） １０，０００人 
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● 施策の評価～平成 19 年度を振り返っての評価 

子どもの人権の尊重 
いきいきと子どもが輝く教育・子育て支援のまちをつくる 

主な担当課：健康福祉部子育て支援室・教育委員会指導室

第６部 
第１ 

● 施策の評価～平成 19 年度を振り返っての評価 

 これまでの主な取り組みと成果                   
 これまで複数の課が所管していた教育相談事業を統合して取り扱う総
合教育相談窓口を開設し２年目を迎え、教育相談、就学相談、こころとか
らだの発達相談、スクールカウンセラー、学習指導員、巡回発達相談、メ
ンタルフレンド派遣等の事業が、相談者のプライバシーを守りながら連携
した支援を行うことが可能になり、一人ひとりの子どもや保護者のニーズ
にあった支援をワンストップサービスで行うことができるようになりました。
 また、いじめ問題については「三鷹市いじめ問題対策会議」の提言に基
づき、市教育委員会として「すべての児童・生徒を見守り 卒業まで
見届ける 安心と信頼のある学校の実現－いじめ問題への対応指
導資料－」を作成しました。さらにこの指導資料をもとに、各学校で
は、いじめ問題対策指針を作成し、いじめの未然防止、早期発見、早
期対応の取り組みを学校、家庭、地域が連携して推進しました。 
 一方、先駆型子ども家庭支援センターであるのびのびひろばを中心
に、地域の子育て力の向上・子どもの相談に関する総合的なネットワー
クとして関係機関とともに設置している「子ども家庭支援ネットワーク」は、
児童福祉法に規定する「要保護児童対策地域協議会」として、虐待の早
期発見に努めるなど相談事業の一層の連携・充実を図りました。また、
虐待予防のために、母親のメンタルヘルスに焦点をあてた産後うつ病対
策事業や臨床心理士によるグループセラピー、保健師によるグループ
ワークを危険度に応じ実施しました。さらに子育てワークショップでは、
より予防的に親が孤立せず地域で支えあっていく関係づくりを支援しま
した。 
未達成の課題                            
 「三鷹子ども憲章」制定後の効果的な普及・啓発についての検討や、子ど
もからの相談に対応する仕組みの一層の充実が残された課題です。 

 まちづ く り指標の達成状況 

いじめの発生件数 （協働指標） 
計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

小学校１２件 
中学校１４件 

前期実績値（平成 15 年） 
小学校 ０件 
中学校 ３件 

平成 17 年度達成値 
小学校 １件 
中学校 １件 

平成 18 年度達成値 
小学校 ９件 
中学校１０件 

平成 19 年度達成値 
小学校 ―  
中学校 ―  

中期目標（平成 19 年） 
減少 
減少 

目標値（平成 22 年） 
減少 
減少 

 
「病気等」を理由としない長期欠席（30
日以上）者数 （協働指標） 
計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

小学校４０人 
中学校８０人 

前期実績値（平成 15 年） 
小学校２７人 
中学校８０人 

平成 17 年度達成値 
小学校１６人 
中学校７１人 

平成 18 年度達成値 
小学校１２人 
中学校４７人 

平成 19 年度達成値 
小学校 ―  
中学校 ―  

中期目標（平成 19 年） 
減少 
減少 

目標値（平成 22 年） 
減少 
減少 

 
子ども家庭支援センターの利用者数 （行政指標））
計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

４２，０１１人 

前期実績値（平成 15 年） 
６３，４４５人 
（すくすく 41,025 人、

のびのび 22,420 人）

平成 17 年度達成値 
  ７４，５０３人 
（すくすく 56,317 人、
のびのび 18,186 人）

平成 18 年度達成値 
  ７２，２２８人 
（すくすく 56,647 人、
のびのび 15,581 人）

平成 19 年度達成値 
  ７８，２０８人 
（すくす 59,446 人、
のびのび 18,762 人）

中期目標（平成 19 年） ６５，０００人 
目標値（平成 22 年） ６５，０００人 

 
 

いじめの発生件数の調査は、平成18年度と同様に全ての児童・生徒
を対象として実態調査を行いましたが、本白書の発行時では取りまとめ
中です。三鷹市いじめ問題対策会議や各学校のいじめ問題の対応指
針による取り組みを進め、今後とも学校と家庭、地域が連携し、いじめ
の未然防止と早期解決を図り、いじめの根絶を目指します。 
 不登校については、学校が家庭と連携し、スクールカウンセラーや総
合教育相談窓口の諸事業を活用するなか、不登校児童・生徒数は減
少しています。 
 子ども家庭支援センターの利用者数内訳は、のびのびひろばの親
子ひろば 12,400 人、一時保育 4,919 人、トワイライト 1,443 人（相談者
数除く）、すくすくひろば59,446人となり目標値を達成しています。 

子ども家庭支援センターの利用者数
（行政指標）
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● 施策の展開～施策の評価を踏まえた今後の取り組み方向 
 学校と家庭、専門機関等と連携しながら、いじめや不登校の減少に向けて取り組んでいきます。 

 一方、子ども家庭支援センターにおいては関係機関や専門家との連携による子どもの相談に関する総合的なネ

ットワークにより、児童虐待の早期発見、早期対応から家庭復帰後の見守りや問題を抱えた家庭への支援・養育

家庭の拡大を目指します。 
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子育て支援の充実 
希望と安心にみちた健康・福祉のまちをつくる 

主な担当課：健康福祉部子育て支援室

第６部 
第２ 

 これまでの主な取り組みと成果               
待機児童解消に向け、在宅子育て家庭支援のため親子ひ

ろばを併設するこじか保育園（54人）を公設民営保育園として

開設準備を進めるとともに、定員71人の私立弘済保育所（お

ひさま保育園）の開設支援をし、２園の認可保育園を平成20

年４月開設しました。また、認証保育所については新規の開

設には至りませんでしたが、既存園の定員増の支援を行い平

成20年４月から30人の定員増となりました。 

在宅子育て支援については、子ども家庭支援センターの

びのびひろばを中心に、市民ニーズに対応するため、子ども

と家庭に関する相談事業の充実とファミリー・サポート・センタ

ー事業の充実に努めました。引き続き各コミュニティ・センタ

ーの協力を得て５か所で出前型ひろば事業を実施したほか、

平成19年度はＮＰＯ法人の運営する親子ひろば「つぎあてポ

ッケ」の運営支援をし、在宅子育て支援の充実に努めました。

学童保育所の充実に向けた取り組みとしては、六小・北野

小学童保育所の待機児解消、児童１人当たりの適正な保育

面積を確保するため、学校敷地内への建替えに取り組みまし

た。また、子どもたちが、放課後や土・日曜日に安全に安心し

て活動できる居場所づくりを目指す地域子どもクラブとの連携

事業を行いました。さらに、三小では、引き続き、年間を通し

て学童保育所と地域子どもクラブの連携による事業を実施し

ています。 

ファミリー・サポート・センターの活動結果は、事業を開始し

た平成13年度は会員数472人、活動件数2,876件でしたが

年々拡大し、平成19年度には会員数2,077人、活動件数

10,750件となり、事業が定着してきています。 

未達成の課題                         
保育園待機児童解消に向け、保育所整備等により保育所

定員の増加に取り組むとともに、親子ひろば等在宅子育て世

帯への子育て支援施策を拡充し、安心して子育てができる環

境の整備を一層進める必要があります。 

● 施策の評価～平成 19 年度を振り返っての評価 
 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況 

保育園待機児童数の減少  （行政指標）
計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

１８３人
（４月１日現在）

前期実績値（平成 15 年）
２３４人

（４月１日現在）

平成 17 年度達成値 
１４７人

（４月１日現在）

平成 18 年度達成値 
１５７人

（４月１日現在）

平成 19 年度達成値 
１２１人

（４月１日現在）
中期目標（平成 19 年） ４５人
目標値（平成 22 年） ０人

 保育園・認証保育所における保育定員数 
（協働指標）

計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

― 

前期実績値（平成 15 年） １，８５４人
平成 17 年度達成値 ２，０４４人
平成 18 年度達成値 ２，１１８人
平成 19 年度達成値 ２，３６５人
中期目標（平成 19 年） １，８５４人
目標値（平成 22 年） ２，２８０人

ファミリー・サポート・センター事業の利用件数
（行政指標）

計画策定時の状況 
（平成 12 年） 

― 

前期実績値（平成 15 年） ６，９７１件
平成 17 年度達成値 ８，１８０件
平成 18 年度達成値 １０，４６１件
平成 19 年度達成値 １０，７５０件
中期目標（平成 19 年） ７，５００件
目標値（平成 22 年） ８，０００件

 
保育園待機児数の減少
（行政指標）
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ちどりこども園の開設等により、待機児童は平成19年４月には121

人に減少しました。平成 19 年度は、こじか保育園の開設準備・私立

弘済保育所開設支援等による保育定員の増加に取り組みました。

 全国的には少子化傾向にありますが、三鷹市ではマンション等の

増加に伴い就学前人口が漸増していることに加えて、社会経済状

況による保育需要が依然多いことから高水準で推移しています。 

 一方、ファミリー・サポート・センターの利用実績は目標値を大きく

上回っており、事業が定着してきています。 

多様な保育ニーズへの対応、保育園待機児童の減少のための保育定員の増、一時保育やファミリー・サポート・

センター、ひろば事業、育児支援ヘルパー事業等の在宅子育て支援に取り組みます。市立保育園におけるアレル

ギー対応給食の提供、延長保育実施園の拡大にも引き続き取り組みます。 

学童保育所の入所希望者の増加に対応するため、学童保育所の整備等を行うとともに定員の弾力的な運用を

図ります。また、学童保育所の機能を拡充し、学校、家庭、地域と連携した児童の健全育成に努めます。 

● 施策の展開～施策の評価を踏まえた今後の取り組み方向 
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魅力ある教育の推進 

いきいきと子どもが輝く教育・子育て支援のまちをつくる 

主な担当課：教育委員会指導室
第３ 
第６部 

 これまでの主な取り組みと成果                
「三鷹市教育ビジョン」に基づき、幼児期から小学校へのスムー

ズな接続を図るため、「三鷹市における幼稚園・保育園と小学校と

の連携検討委員会」から平成19年８月に報告書「うきうきどきどき－

楽しい学校生活を送るために－」が出され、この報告書に基づき、

今後幼稚園・保育園と小学校の連携を推進していきます。また、

平成19年度から本格実施された特別支援教育については、「三鷹

市教育支援プラン」（三鷹市特別支援教育推進計画）を策定し、こ

れに基づき、教育支援（特別支援教育）の推進に取り組みました。

また、児童・生徒に確かな学力を定着させ、豊かな人間性をは

ぐくむために、児童・生徒の心身の発達段階を考慮し、義務教育

全体の中で学習内容や指導方法のあり方を見直し、各学年間や

小・中学校間の円滑な接続を図るため、三鷹市立小・中一貫教育

校の全市展開に向けた準備を推進しています。 

現在の学校教育に関する制度のもとで、児童・生徒が現在の学

校に通学しながら、義務教育９年間の一貫カリキュラムを通して、

子どもたちの人間力と社会力を育てていきます。 

さらに、「学校運営連絡会」にかわり、平成19年度末までに地方

教育行政の組織及び運営に関する法律に定める｢学校運営協議

会｣を市立小・中学校16校で設置し、保護者や地域住民からの意

見、要望を受け止めながら、その評価結果を公表するなど開かれ

た学校としてのコミュニティ・スクールを一層推進し、家庭や地域と

連携しながら、学校運営を行っています。また、平成18年に開園し

た小・中一貫教育校「にしみたか学園」（市立第二小学校、井口小

学校、第二中学校）の実践を検証するため、「小・中一貫教育校検

証委員会」を設置し、平成19年度は２年目の実践について検証報

告書を取りまとめました。 

 

未達成の課題                            
 地域と学校との間の情報交換の場として地域ＳＮＳの構築が課
題です。 

● 施策の評価～平成 19 年度を振り返っての評価 

市立小･中学校のインターネット対応可
能な学校教育コンピュータの整備台数 

（行政指標） 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
６７６台 

前期実績値（平成 15 年） １，１０２台 

平成 17 年度達成値 １，２２８台 

平成 18 年度達成値 １，２２８台 

平成 19 年度達成値 １，２３２台 

中期目標（平成 19 年） １，３３６台 

目標値（平成 22 年） １，５２８台 

 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況 

授業が分かる児童・生徒の割合 
（協働指標） 

小学校

５年 

中学校

２年 
計画策定時の状況 

（平成 12 年） 
― ― 

前期実績値（平成 15 年） ― ― 

平成 17 年度達成値 84.5% 65.4% 

平成 18 年度達成値 88.3% 67.6% 

平成 19 年度達成値 87.4% 69.0% 

中期目標（平成 19 年） 増加 増加 

目標値（平成 22 年） 増加 増加 

 

平成19年度は老朽化した機器の交換を行い、市内小・中学校20

校のコンピュータ室用として各 21 台のノート型パソコン（計 420 台）

を整備しました。新たに教員用ノート型パソコンとして、各 10 台（計

190 台、対象校 19 校）を整備しました。 

また、小・中学校（22 校）の全ての教室にＬＡＮを整備しました。 

市立小・中学校のインターネット
対応可能な学校教育コンピュータ
の整備台数（行政指標）

1,102

1,228

1,232

1,336

676

1,228

1,528

500

1000

1500

H12 H15 H17 H18 H19 H19 H22

台

幼稚園・保育園と小学校の連携については、「三鷹市における幼稚園・保育園と小学校との連携検討委員会」
の報告書を受けて、モデル実施を引き続き行います。特別支援教育については、三鷹市教育支援プラン（三鷹
市特別支援教育推進計画）に基づき、総合教育相談窓口、各学校を中心に関係機関と連携しながら進めていき
ます。学校のコンピュータ整備については、平成20年度は教員用として一人１台のパソコンを配置拡充し、校務
処理用ソフトウェアの導入、教育ネットワークのセキュリティ面の強化を図ります。 
充実した学校教育の実現に向けて基礎的、基本的な内容の確実な定着を図るとともに、子どもの個性や創造
性を伸ばす教育を一層推進します。また、学校運営協議会を小・中学校全22校に発足させ、地域住民が学校運
営に積極的に参画できる仕組みを構築します。平成18年に開園した小・中一貫教育校１校に加え、平成20年度
は３校を開園し、平成21年度には小・中一貫教育校の全市展開を推進していきます。 

● 施策の展開～施策の評価を踏まえた今後の取り組み方向 
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第４ 安全で開かれた学校環境の整備 主な担当課：教育委員会施設課

第６部 いきいきと子どもが輝く教育・子育て支援のまちをつくる 

● 施策の評価～平成 19 年度を振り返っての評価 
 これまでの主な取り組みと成果                 
第一小学校スーパーリニューアル事業の最終年次として、

体育館の耐震補強や校舎の改修工事を実施しました。南浦

小学校の耐震補強工事（第一期）を実施し、学校施設の安全

性の向上と地域防災の拠点としての強化を図りました。また、

第七小、大沢台小学校の耐震補強工事の設計を行うととも

に、羽沢小学校の耐震補強計画業務を行い、次年度以降の

補強工事実施の準備に取り組みました。さらに、「にしみたか

学園第二中学校」の体育館新設工事を実施しました。 

なお、東台小学校の耐震化については、平成19年度の耐

震改修工事実施に向けて準備を進めましたが、調査の中で、

耐震改修工事は大規模となり、工事期間の長期化が予想さ

れること、児童に与える影響などについて総合的に考慮した

結果、現在の場所での新しい校舎への建替えを早期に行うこ

ととし、平成19年度は仮設校舎の建設用地の確保、仮設校

舎の建設準備、新校舎の基本プラン作成に着手しました。 

小・中学校の体育館や校庭等を地域子どもクラブ活動や土

曜日の校庭開放事業として活用し多くの参加者がありました。

また、新規に中学生の居場所づくり事業にも取り組みました。

川上郷自然の村の利用拡大については、平成18年４月か

らの指定管理者制度へ移行し、それに伴う経営努力や、市内

を始め都内、関東・中部地域等幅広くＰＲ活動等を行ったこと

により、一般利用者数は開設以来最高の利用者数9,754人、

対前年度比1,535人（18.7％）増となりました。 

 

 未達成の課題                           
学校施設の開放及び多様な利用の推進と児童・生徒の安

全・安心の確保の両立を図る必要があります。 

 ま ち づ く り 指 標 の 達 成 状 況 

開放された学校施設の利用者数 
（協働指標） 

計画策定時の状況（平成 12年） １７４，７９７人
前期実績値（平成 15 年） ３５０，２４０人
平成 17 年度達成値 ３９８，４３５人
平成 18 年度達成値 ４０５，１６４人
平成 19 年度達成値 ４３８，４７１人
中期目標（平成 19 年） ３８４，０００人
目標値（平成 22 年） ４１９，０００人

 「学校公園」モデル校の指定と整備 
（行政指標） 

計画策定時の状況（平成 12 年） ２校
前期実績値（平成 15 年） ３校
平成 17 年度達成値 ３校
平成 18 年度達成値 ３校
平成 19 年度達成値 ３校
中期目標（平成 19 年） ４校
目標値（平成 22 年） ４校

 「地域子どもクラブ」の開設箇所 
（協働指標） 

計画策定時の状況（平成 12 年） ０か所
前期実績値（平成 15 年） ３か所
平成 17 年度達成値 １５か所
平成 18 年度達成値 １５か所
平成 19 年度達成値 １５か所
中期目標（平成 19 年） １５か所
目標値（平成 22 年） １５か所

 
開放された学校施設の利用者数

（協働指標）

419,000

384,000

438,471

174,797

350,240 405,164

398,435

100,000

200,000

300,000

400,000
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人

「開放された学校施設の利用者数」については、平成１９年３

月に生涯学習施設予約システムの導入により市立小・中学校

の校庭、体育館、温水プール（第五中）のスポーツ施設、小学

校の校庭、小・中学校の学校図書館、小・中学校の会議室の

（６校）利用向上を図り市民活動の向上を図りました。また地域

子どもクラブ事業は学校を核として積極的に行い、中期目標値

を大きく上回りました。 

● 施策の展開～施策の評価を踏まえた今後の取り組み方向 
東台小学校については、平成 20 年 10 月から仮設校舎での授業開始を目標に整備を行います。また、新校

舎整備の設計、既存校舎の解体等に取り組みます。耐震補強工事は、南浦小（２期）、七小及び大沢台小学校

の３校の補強工事を実施し学校の安全性の向上を図ります。川上郷自然の村は、指定管理者制度移行３年目

を迎え、より一層利用者の拡大に努めるとともに、計画的な施設改修を行っていきます。また、安全でおいしい

学校給食の充実に努めるとともに、給食調理の安全衛生管理の向上を図るため、給食施設・設備改善を推進

していきます。防犯ブザーの貸与や「セーフティ教室」の開催を行うとともに、市長部局と連携しながら、パトロー

ルの強化や安全マップづくりを行っていきます。 


